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○ 個人情報の保護に関する法律（抄）（平成十五年五月三十日法律第五十七号）

（利用目的による制限）

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定によ

り特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を

承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を

取り扱ってはならない。

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一 法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。

三・四 （略）

（第三者提供の制限）

第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同

意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

一 法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。

三・四 （略）

○ 要援護者情報の共有について

いざというときの円滑かつ迅速な支援等に結びつけるため、平常時から関係機関にお

いて、支援等の必要な限度で、要援護者情報の共有を図っていることが求められます。

なお、個人情報保護法においては、目的外利用・第三者提供をする場合には、あらか

じめ本人の同意を必要としていますが、個人情報保護条例において目的外利用・第三者

提供を可能とする規定を活用することも考えられます。

＜個人情報保護条例において目的外利用・第三者提供が可能とされている規定例＞

・ 「本人以外の者に保有個人情報を提供することが明らかに本人の利益に

なると認められるとき」

・ 「実施機関が所掌事務の遂行に必要な範囲内で記録情報を内部で利用し、

かつ、当該記録情報を利用することについて相当な理由があるとき」

・ 「保有個人情報を提供することについて個人情報保護審議会の意見を聴

いて特別の理由があると認められるとき」 など



- 2 -

別紙１
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別紙２

【民間事業者との協定書のひな形】

○○○市町村における高齢者等の見守り支援に関する協定

高齢者及び生活支援の必要な住民（以下「高齢者等」という。）の見守り及び支援に関
する協力について、○○○市町村（以下「甲」という。）と○○○民間事業者は（以下「乙」
という。）は、次のとおり協定を締結する。

（目的）
第１条 甲と乙は、連携して、高齢者等が住み慣れた地域で安心した日常生活ができるよ
う支援することを目的とする。

(協力体制)
第２条 乙は「○○○市町村高齢者等支援ネットワーク」の協力機関として連携を図るも
のとする。

（協力内容）
第３条 乙は高齢者等の自宅及び活動地域において、高齢者等の異変に気付いた場合、該
当地（地域包括支援センター・基幹相談支援センター等）又は甲に通報するものとす
る。
また、緊急を要する場合は、乙において警察や消防へ通報するものとする。

（責任の免除）
第４条 乙は第３条の規定による通報を行うことができなかった場合であっても、甲及び
第三者に対して責任を負わないものとする。

（個人情報保護）
第５条 乙は甲又は該当（地域包括支援センター・基幹相談支援センター等）との連携通
報において、知り得た高齢者等の個人情報について、緊急通報先（警察・消防）の通
報以外に利用しないものとする。

（協定の有効期間）
第６条 この協定の有効期間は、協定締結日から平成○○年○○月○○日までとする。
ただし、この協定の有効期間満了の１か月前までに、甲乙のいずれからも申出がない
場合は更に有効期間を１年更新するものとし、その後も同様とする。

（協定の変更）
第７条 甲と乙は、この協定の内容に変更が生じた場合は、甲乙双方で協議し、必要に応
じ協定書を変更し、再度締結するものとする。

（その他）
第８条 この協定書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議の上定めるもの
とする。

この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲と乙が各々押印のうえ、各自
１通を保有する。

平成○○年○○月○○日
甲 ○○○市町村

○○○長 ○ ○ ○ ○

乙 ○○○市町村北○条東○丁目○－○
○○○民間事業者
代表取締役社長 ○ ○ ○ ○
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別紙２－１

【民間事業者との協定書のひな形】

○○○市町村地域見守りネットワークに関する協定書

○○○市町村（以下「甲」という。）と○○○民間事業者（以下「乙」という。）は、

○○○地域見守りネットワークにおける地域見守り活動に関して、次のとおり協定を締結

する。

（協力）

第１条 甲及び乙は、お互いに協力し、高齢者や障がい者、子どもたちが住み慣れた地域

で安心した暮らしができるよう、地域見守り活動を行うものとする。

２ 乙は、地域見守り活動の中で、住民に関する異変を察知したときは、速やかに甲に連

絡又は通報を行うものとする。

３ 甲は、前項の連絡又は通報を受けたときは、速やかに関係機関と連携し、必要な対応

を行う。

（個人情報の保護）

第２条 乙は、地域見守り活動により知り得た個人情報を漏らしてはならない。

（協議）

第３条 この協定の内容に疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項については、

必要に応じ、甲乙協議して定めるものとする。

（有効期間）

第４条 この協定の有効期間は協定締結後１年間とし、甲乙いずれかより異議の申し立て

がない限り、毎年自動更新するものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保

有するものとする。

平成○○年○○月○○日

甲 住 所 ○○市町村○○町○○番地

氏 名 ○○○長 ○ ○ ○ ○

乙 住 所 ○○市町村○○条○丁目○○番○号

○○○民間事業者

理事長 ○ ○ ○ ○



- 5 -

別紙２－２

【民間事業者との確認書のひな形】

確 認 書（覚 書）

高齢者等のための地域の見守り活動に関する協力については、平成○○年○○月○○日
付けで○○市町村（以下「甲」という。）と○○○民間事業者（以下「乙」という。）と
の間に締結した「○○○市町村地域見守りネットワークに関する協定書」（以下「協定」
という。）に定めるもののほか、次のとおりとする。

（対象世帯）
第１条 協定の対象世帯は、乙が行う宅配システム（以下「○○○○」という。）及び、
○○○市町村内に居住する６５歳以上の高齢者及び障がい者並びに子ども達（以下「対
象者」という。）とする。

（乙の協力内容）
第２条 乙は、○○○○及び配食サービスに係る通常の配達業務において、○○○○・配
食サービスの配達員が訪問先で次の各号のいずれかに該当する異変等を発見した場合
は、当該配達員がその状況を総合的に判断し、必要に応じて甲に連絡するものとする。
ただし、対象者が倒れているなどで緊急を要する場合は、乙から警察、消防署等に連

絡するものとする。

（1） 郵便受けに新聞や郵便物が相当量たまっているとき。
（2） 物干しに干されている洗濯物の状況に変化がないとき。
（3） カーテンが日中も閉められたままの状態又は夜間に閉められていない状態が数日

間続いているとき。
（4） 相当期間、除雪が行われている形跡がないとき。
（5） 上記に掲げるもののほか異変等があると思われるとき。

（甲の連絡先）
第３条 前条に規定する甲の連絡先は、次のとおりとする。

○○○市町村（役場） ○○課 ○○グループ（係）
電話番号 ○○○○－○○－○○○○

（対応日時）
第４条 この確認書（覚書）に基づいて甲と乙が対応する日及び時間は、月曜日から金曜
日（国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日、１月２日、同
月３日及び１２月２９日から同月３１日までは除く）の午前９時から午後５時までとす
る。

（その他）
第５条 乙は、この確認書（覚書）に基づく取り組みを円滑に実施するため、対象者の緊
急連絡先を把握するほか、乙の組織内における緊急時の連絡体制を可能な限り整えるも
のとする。

この確認書（覚書）の締結を証するため、本書２通を作成し、甲と乙が各々押印のうえ、
各自１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲 住 所 ○○市町村○○町○○番地
氏 名 ○○○長 ○ ○ ○ ○

乙 住 所 ○○市町村○○条○丁目○○番○号
○○○民間事業者
理事長 ○ ○ ○ ○
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別紙３

要援護者を把握するための取組について

平成２４年１０月２２日（月）

要援護者把握のための連携方策検討会議（第３回）開催結果

《趣旨》
高齢者や障がいのある方など、要援護者が地域において孤立化し、必要
な支援を受けることができない事態を防止することは、行政に求められる
重要な役割である。しかしながら、その実現には福祉に関係する機関や団
体はもとより、電気・ガス等の事業者や新聞販売店、郵便局など、道民生
活に密接に関与される方々の理解と協力が不可欠である。
こうしたことから、支援を必要とする要援護者（情報）が市町村の相談
（担当）窓口に適切につながるよう、連携方策検討会議の賛同を得て、具
体的な取組例として、その方策を示すもの。

《取組例》
１．孤立死防止に向けた啓発活動の推進
◆北海道、市町村、事業者等が、それぞれにおいて、積極的な啓発活動
に取り組むことを決定
・北海道としてリーフレットを作成
・市町村、事業者が行う広報資料を例示

◆官民挙げて見守り意識を醸成するため、「共同宣言」を実施

２．市町村における庁内関係部署による連携
◆福祉、医療、税、住宅、水道等の関係部署による庁内連携会議を要綱
により常設

３．行政と事業者による要援護者情報の共有
◆行政と事業者が情報共有する際の具体的な新たな仕組みづくりを決定
（相談者→市町村（同意書）→事業者→市町村→相談者といった流れ
の中で、情報共有の手法や支援に至るまでの仕組みを例示）

４．連携組織の設置
◆地域での見守り活動を推進するための新たな会議を設置
（検討会議を改組）
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別紙４

○○市町村 庁内関係部署連携会議設置要綱（例）

（目的）

第１条 高齢者や障がいのある方など福祉的な支援を必要とする方々が、地域から

孤立することのないよう、福祉担当部署、保健担当部署、医療担当部署、税務担

当部署、住宅担当部署、水道担当部署など、直接住民と接し、様々な相談を受け

る機会の多い庁内の各部署が、それぞれの立場で察知し得た要援護者に関する情

報を共有し、また連携を図り、○○市町村における見守り体制を充実、強化する

ことを目的に「庁内関係部署連携会議」（以下「会議」という。）を設置する。

（業務）

第２条 会議は、前条の目的を達するため、次の各号に掲げる事項を協議する。

一 庁内関係部署における要援護者の把握及び情報共有に関すること。

二 庁内関係部署における連携体制の構築に関すること。

三 庁内関係部署における要援護者の支援の実施状況に関すること。

四 その他、会議の目的達成のため必要と認められる事項。

２ 各部署で把握された要援護者情報等は、○○課（福祉担当）において集約する。

（構成）

第３条 会議は、福祉課、高齢福祉課、保健課、保護課、国民健康保険課、税務課、

住宅課、○○課、○○課をもって構成する。

（会議）

第４条 会議は、○○課長が必要に応じて構成員を招集し、その議長となる。なお、

会議の庶務は、○○課において処理する。

（守秘義務等）

第５条 会議で知り得た情報は、○○市町村個人情報保護条例の規定が適用される。

（その他）

第６条 会議に関する事項は、この要綱に定めるもののほか議長が別に定めること

ができる。

附則 この要綱は、平成 年 月 日から施行する。
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別紙５

孤立死に係る状況報告書

市 町 村 名

部 課 係

担当部課係名

記入者職氏名： 電話：

事 案 死亡時の年齢 （ ）歳 性別 男（ ） 女（ ）

○発見までに要した日数 （ 日間）で発見

○公的サービス等受給の有無（ 有 ・ 無 ）

■生活保護 （ ） ■介護給付サービス （ ）

■福祉サービス （ ）→（具体的内容： ）

■その他 （ ）→（具体的内容： ）

○発見のきっかけ

○発見が遅れた（と思われる）理由

○安否確認の有無

■有（ ）

民生委員 （ ）→ 月（ ）回

地域包括支援センター（ ）→ 月（ ）回

その他（ ）→ 月（ ）回

■無（ ）

〔理由〕

○事後の対応状況（再発防止に向けた取組）
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別紙５

～ 記 載 例 ～

事 案 死亡時の年齢 （ ７０ ）歳 性別 男（ ○ ） 女（ ）

○発見までに要した日数 （ 約７０日間 ）で発見

○公的福祉サービス等受給の有無（ 有 ・ 無 ）

■生活保護 （ ） ■介護給付サービス （ ）

■福祉サービス（ ）→（具体的内容：例～社会福祉協議会の配食サービス）

■その他 （ ）→（具体的内容：例～ボランティアの家庭訪問による話し相手）

○発見のきっかけ

・ 主はこれまで、入院等で自宅を長期間不在にする時は、アパート管理会社に事

前連絡したり、家賃集金月に不在にする分もまとめて支払いを行うなど、滞納が

なかった。

・ 今回は全くアパート管理会社に連絡が入らなかったことから、異変を感じたア

パート管理会社が訪問を複数回行った後、警察官同行の上、主宅に立ち入り、発

見に至った。

○発見が遅れた（と思われる）理由

・ 主は、公的福祉サービス等は受けておらず、隔週の内科医院への通院とアパー

ト管理会社による家賃集金以外、外部との接触はなかったことが発見が遅れた理

由である。

○安否確認の有無

■有（ ）

民生委員 （ ）→ 月（ ）回

地域包括支援センター（ ）→ 月（ ）回

その他（ ）→ 月（ ）回

■無（ ○ ）

〔理由〕

・ 安否確認が必要な単身高齢者については、地域包括支援センターと民生委員が

情報共有し、民生委員が毎月訪問を行っている。

・ しかし、主は通院はあるが、公的福祉サービス等は受けていなかったことから、

健康であると判断し、安否確認の対象者とはしていなかった。

○事後の対応状況（再発防止に向けた取組）

① 要援護者台帳の整備の見直しについて

これまでの要援護者台帳は、７５歳以上の単身高齢者に限られていたが、６５

歳以上の全ての高齢者世帯を対象とし、地域包括支援センターが「高齢者実態把

握調査」を実施し、台帳を整備した。

② 住民参加型高齢者生活支援等推進事業の実施について

ボランティア組織、アパート管理会社も参画し意見交換を５回実施した結果、

「見守り支援ネットワーク」を立ち上げ、定期会合を持つこととしたほか、地域

包括支援センターにコーディネーターを配置し、要援護者台帳に登載された者を

対象に支援を行うこととした。

さらに、地域福祉計画未策定だったことから、要援護者に対する見守り支援に

重点を置いた計画を策定した。
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別紙６

○○振興局地域での見守り体制連携連絡会議設置要綱（例）

（目的）

第１条 高齢者や障がいのある方など福祉的な支援を必要とする方々が、地域から

孤立することなく安心して暮らすことができる体制づくりを進めるため、○○総

合振興局（振興局）と市町村が積極的に連携・協力し、情報の共有化を図るとと

もに、市町村における見守り体制づくりの推進を図るための方策等について協議

することを目的として、「地域での見守り体制連携連絡会議」（以下「会議」と

いう。）を設置する。

（協議事項）

第２条 会議は、前条の目的を達するため、次の各号に掲げる事項を協議する。

一 地域における見守り体制づくり等の取組の情報共有に関すること。

二 地域における見守り体制づくりの推進に必要な方策の検討に関すること。

三 その他、会議の目的達成のため必要と認められる事項。

（構成）

第３条 会議は、次の各号に掲げる機関をもって構成する。

一 ○○総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課

二 管内市町村福祉担当部署

三 その他、必要と認めた関係部署・機関等

（会議）

第４条 会議は、○○総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課長が必要に応じ

て構成員を招集し、その議長となる。

２ 議長は、必要に応じ、関係部署・関係機関・団体等を会議に参加するよう求め

ることができる。

（事務局）

第５条 会議の事務局は、○○総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課に置く。

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、会議に関する事項は、別に定める。

附則 この要綱は、平成 年 月 日から施行する。
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別紙７

○○振興局 庁内関係部署連携会議設置要綱（例）

（目的）

第１条 高齢者や障がいのある方など福祉的な支援を必要とする方々が、地域から

孤立することなく安心して暮らすことができる体制づくりを進めるため、それぞ

れの関係部署が持つ情報を共有し、市町村の取組への支援策を協議するなど管内

の見守り体制づくりの推進を図ることを目的に「庁内関係部署連携会議」（以下

「会議」という。）を設置する。

（業務）

第２条 会議は、前条の目的を達するため、次の各号に掲げる事項を協議する。

一 市町村における見守り体制づくりの把握及び情報共有に関すること。

二 庁内関係部署での市町村の見守り体制づくりへの支援に関すること。

三 庁内関係部署における連携体制の構築に関すること。

四 その他、会議の目的達成のため必要と認められる事項。

（構成）

第３条 会議は、次の各号に掲げる部署をもって構成する。

一 保健環境部社会福祉課

二 保健環境部児童相談室子ども支援課

三 保健環境部保健行政室企画総務課

四 総務課

五 課税課

六 納税課

七 産業振興部商工労働観光課

八 建設管理部建設行政室建設指導課

九 その他、必要と認めた関係部署

（会議）

第４条 会議は、保健環境部社会福祉課長が必要に応じて構成員を招集し、その議

長となる。なお、会議の庶務は、保健環境部社会福祉課において処理する。

２ 会議は、必要に応じ議題に関連する関係部署のみをもって開催するこができる。

（その他）

第５条 会議に関する事項は、この要綱に定めるもののほか、議長が別に定めるこ

とができる。

附則 この要綱は、平成 年 月 日から施行する。
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別紙８
地域での見守り活動連携会議設置要綱

（目的）
第１条 高齢者や障がいのある方など、福祉的な支援を必要とする方々が、地域から孤立
することなく安心して暮らすことができる体制づくりを進めるため、市町村と関係機関
や民間事業者などが積極的に連携・協働し、地域における見守り活動を推進することを
目的として、「地域での見守り活動連携会議」（以下「会議」という。）を設置する。

（協議事項）
第２条 会議は、前条の目的を達するため、次の各号に掲げる事項を協議するものとする。
（１）地域における見守り活動に関する取組の情報共有
（２）地域における見守り体制づくりの推進に必要な方策の検討
（３）その他、会議の目的達成のため必要と認められる事項

（構成）
第３条 会議は、次の各号に掲げる機関、団体をもって構成することとし、座長は、北海
道保健福祉部福祉局地域福祉課長の職にある者を充てる。

（１）北海道
（２）北海道警察本部
（３）北海道市長会
（４）北海道町村会
（５）日本赤十字社 北海道支部
（６）社会福祉法人 北海道共同募金会
（７）社会福祉法人 北海道社会福祉協議会
（８）一般社団法人 北海道町内会連合会
（９）公益財団法人 北海道民生委員児童委員連盟
（10）一般財団法人 北海道老人クラブ連合会
（11）一般社団法人 日本ガス協会 北海道部会
（12）一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 北海道支部
（13）一般社団法人 北海道ＬＰガス協会
（14）北海道石油業協同組合連合会
（15）北海道電力株式会社
（16）株式会社 朝日新聞社 北海道支社
（17）株式会社 北海道新聞社
（18）株式会社 毎日新聞社 北海道支社
（19）株式会社 読売新聞東京本社 北海道支社
（20）日本郵便株式会社 北海道支社
（21）公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 北海道支部
（22）公益社団法人 全日本不動産協会 北海道本部
（23）公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会 北海道支部
（24）一般社団法人 北海道共同住宅協会
（25）公益社団法人 北海道宅地建物取引業協会
（26）生活協同組合 コープさっぽろ
(27) その他座長が必要と認めた団体等

（会議）
第４条 会議は、必要に応じて座長が招集する。
２ 会議は、必要に応じ議題に関連する構成機関等のみをもって開催することができる。

（事務局）
第５条 会議の事務局は、北海道保健福祉部福祉局地域福祉課に置く。

（その他）
第６条 この要綱に定めるもののほか、会議に関する事項は、座長が別に定める。

附則 この要綱は、平成２４年１１月２９日から施行する。
附則 この要綱は、平成２５年１２月２６日から施行する。
附則 この要綱は、平成２６年１２月２２日から施行する。
附則 この要綱は、平成２７年１月９日から施行する。
附則 この要綱は、平成２９年８月４日から施行する。
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要援護者の見守り体制づくりに係る通知等

地域福祉課
年月日 内 容

H23.3策定 「孤立死防止に向けた取組事例集」

H24.1.25
「市町村における地域支え合い体制の推進について」

福祉第2724号
H24.1.30 「民生委員・児童委員等に対する要援護者の情報提供及び市町村地域福祉
福祉第2762号 計画の策定について」
H24.2.24 「生活に困窮された方の把握のための関係部局・機関等との連絡・連携体
福祉第3049号 制の強化の徹底について」
H24.3.28

「要援護者を地域で支える体制づくりに関する調査結果等について」
福祉第3404号
H24.4.26

「民生委員・児童委員の活動等に対する地域住民への普及啓発について」
福祉第269号
H24.5.14 「地域の見守り意識の醸成について」
福祉第387号
H24.5.14 「地域において支援を必要とする者の把握及び適切な支援のための方策等
福祉第394号 について」
H24.8. 7 「地域において支援を必要とする者の把握及び適切な支援のための協力に
福祉第1005号 ついて」

H24.12策定 「要援護者を地域で支える関係機関連携マニュアル」

H26.6.4 「孤立死」対策としての見守り活動に係る個人情報の取扱事例集について
事務連絡

高齢者保健福祉課
年月日 内 容

「北海道型の地域包括ケア推進に向けて 地域住民との協働による安心し
H23.3策定 て暮らせる地域づくり」２２年度北海道介護予防・地域包括ケア市町村

支援委員会報告

H23.3策定 「地域住民との協働による安心して暮らせる地域づくりガイドブック」

H23.8策定 「安心して暮らせる地域づくりガイドブック資料編」

H24.3策定 「地域住民との協働による安心して暮らせる地域づくりガイドブック実践
編」

H24.4.23 「地域包括支援センター等において地域の見守り活動等を構築する場合の
高福第133号 個人情報の取扱いについて」
H24.6.7

「住民参加型高齢者生活支援等推進事業費補助金交付要綱の制定について」
高福第344号

障がい者保健福祉課
年月日 内 容
H22.3.31 「北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が
障福第3507号 暮らしやすい地域づくりの推進に関する条例地域づくりガイドラインに

ついて」
H24.3. 6 「地域において支援を必要とする障がい児・者の把握及び適切な支援のた
障福第3443号 めの関係部局・機関等との連携体制の強化の徹底について」
H24.8.7 「地域において支援を必要とする者の把握及び適切な支援のための協力に

障福第1490号 ついて」
H24.8.16 「北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が
障福第1575号 暮らしやすい地域づくりの推進に関する条例地域づくりガイドラインの

一部改正について」
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■ 各総合振興局（振興局）への報告先一覧

名 称
電話番号（直通）

住 所

空知総合振興局保健環境部社会福祉課
０１２６－２０－０１０５

068-8588 岩見沢市8条西5丁目

石狩振興局保健環境部社会福祉課
０１１－２０４－５８６１

060-8558 札幌市中央区北3条西7丁目道庁別館

後志総合振興局保健環境部社会福祉課
０１３６－２３－１９３１

044-8588 虻田郡倶知安町北1条東2丁目後志合同庁舎

胆振総合振興局保健環境部社会福祉課
０１４３－２４－９８３６

051-8558 室蘭市海岸町1丁目4番1号むろらん広域センタービル

日高振興局保健環境部社会福祉課
０１４６－２２－９４７２

057-8558 浦河郡浦河町栄丘東通56号

渡島総合振興局保健環境部社会福祉課
０１３８－４７－９５３１

041-8558 函館市美原4丁目6番16号渡島合同庁舎内

檜山振興局保健環境部社会福祉課
０１３９－５２－６６５１

043-8558 檜山郡江差町字陣屋町336-3

上川総合振興局保健環境部社会福祉課
０１６６－４６－５９８２

079-8610 旭川市永山6条19丁目1番1号上川合同庁舎

留萌振興局保健環境部社会福祉課
０１６４－４２－８３１７

077-8585 留萌市住之江町2丁目1-2

宗谷総合振興局保健環境部社会福祉課
０１６２－３３－２５７３

097-8558 稚内市末広4丁目2-27

オホーツク総合振興局保健環境部社会福祉課
０１５２－４１－０６８７

093-8585 網走市北7条西3丁目オホーツク合同庁舎

十勝総合振興局保健環境部社会福祉課
０１５５－２７－８５１６

080-8588 帯広市東3条南3丁目1番地

釧路総合振興局保健環境部社会福祉課
０１５４－４３－９２５１

085-8588 釧路市浦見2丁目2番54

根室振興局保健環境部社会福祉課
０１５３－２４－５４５９

087-8588 根室市常盤町3丁目28番地

北海道保健福祉部福祉局地域福祉課
０１１－２０４－５２６７

060-8588 札幌市中央区北3条西6丁目


